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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、大学の実験系研究室において実験者は化学物質の危険性や特性をどのようにと

らえ、どのように使用しているのかを定量的に表現するため、アンケート調査や、実験室内の

化学物質の位置・濃度の計測実験などを行い、その有効性を示した。これらの手法は、研究者

がもつ判断軸や化学物質使用実態を定量的に表現するだけでなく、実効的な化学物質管理及び

効果的な教育手法を提案するために重要な情報となると考えられる。 

 

研究成果の概要（英文）： 

   In order to describe quantitatively how the users in university laboratory recognize the 

chemicals risk and property, and how they treat chemicals, we conducted a questionnaire 

survey, a measurement of concentration of organic solvents in a laboratory environment, 

and a data logging of reagent position in laboratory.  It was shown that these methods 

were appropriate not only for quantitative description of laboratory and experimenters’ 

recognition of chemicals to prevents risks in experiments, but also they will be essential 

information for practical and reasonable management method of chemicals and effective 

educational method for experimenters in university laboratory. 
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１． 研究開始当初の背景 

大学の実験研究室における化学物質の使
用者は、主として初学者を含めた学生であり、
安全な実験環境を保つためには管理体制の
整備や安全教育が必要となる。国立大学の法
人化以降、大学の安全管理体制は見直されつ
つあり、化学物質管理についても強化の流れ
にあるものの、大学で扱われる研究分野は非

常に多岐にわたること、常に新規性や先端性
が求められるため非定常作業が多いことな
どから、一律の管理手法や教育内容で大学全
体の安全を管理することには矛盾がある。従
って、多様な研究現場における化学物質の使
用状況の個性に合わせた、合理的な管理手法 

や教育手法が必要である。たとえば、大学で
は数多くの化学物質に起因する事故が起き
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ているが、法令は必ずしも事故を防ぐに十分
なではない一方で、一法人として、大学の実
態に即していない過剰な法対応が求められ
る面も指摘されており、実験内容ごとのリス
クに応じた化学物質管理手法が求められる。
しかしながら、これまでの手法では、大学の
ように多様で新規性の高い実験作業に応じ
たリスクを定量的に評価する手法は確立さ
れていない。 

多くの大学では、コンピュータ支援の薬品
管理システムを導入している。東京大学では
平成 17 年より学内すべての研究室が、同一
の薬品管理システムへ試薬の登録を行って
いるが、システムに登録すれば化学物質取扱
リスクが低減するというわけではない。申請
者らは、東京大学の化学物質管理を推進する
立場にあり、現場に則した適切な指導を行う
ことの重要性を日頃実感している。現場の化
学物質使用実態を定量的に表現し、そのデー
タを基に合理的な管理・教育を行う手法の確
率が望まれる。 

 

 

２． 研究の目的 

 本研究では、大学の実験系研究室において
化学物質がどのように取り扱われているの
かを、実験者の認識、実験作業、実験室の規
模などのさまざまな切り口により整理し、化
学物質使用実態を定量的かつ実効的なデー
タとして示すとともに、大学の実験室の状況
を再現する「化学物質取扱い実態モデル」を
構築することを目的とする。 

 

 

３．研究の方法 

 本研究では、研究室の個性に応じた化学物
質管理方法を導くための手段として、大学の
化学系実験室における実験者の化学物質に
対する認識や実験作業の特徴、実験室稼働状
況等の定量化について以下の検討を行った。 
 
(１)大学における化学物質使用実態の平均
像の定量化 
 化学物質の購入量や使用量データ、事故情
報を解析し、大学全体の化学物質利用実態の
平均像を明らかにするとともに、使用される
化学物質の種類の分類を行った。 
 
（２）実験者の化学物質に対する意識・評価
軸の定量化 
 有機化合物の構造式を示し、危険性（「危
なさ」、「毒性」、「刺激性」、「引火性」）を 5
段階（５.非常に強い・高い、４．強い・高
い、３．中程度、２．弱い・低い、１．非常
に弱い、低い）で予測してもらう形式のアン
ケートを行い、実験者が化学物質をどのよう
に捉えて危険性を評価しているかについて

統計的に解析した。 
 
（３）化学系実験室稼働状況モニタリング 
 化学系実験室内での実験者の位置情報、化
学物質の位置・濃度情報、試薬庫の開閉等の
実験室稼働状況をモニタリングする実験を
行った。試薬の位置情報や試薬庫開閉情報は
RFID タグまたは IC タグを用いて記録した。
化学物質の環境中濃度はパッシブサンプラ
ー等を用いて計測した。定点カメラで実験室
を撮影し、実験者の動線等を抽出した。これ
らのデータにより、実験室の稼働状況や試薬
使用状況を定量的に表現する方法を検討し
た。 
 
（４）作業中の化学物質拡散状況の可視化 
 典型的な化学物質使用作業を抽出し、それ
ぞれの単位操作の模擬実験を行い、化学物質
の拡散状況のリアルタイムモニタリングを
行い、作業ごとの暴露実態を定量的に可視化
した。 
 
（５）リスク低減へ向けた定量化手法の活用
と化学実験室のモデル化の提案 
 （１）～（４）の結果から、作業者の認識
と作業行動、実験室の実態の関係を表現でき
る「モデル」を構築する手法の検討を行った。 
 
 
４．研究成果 
(１)大学における化学物質使用実態の平均
像の定量化 
 ある総合大学において、薬品管理システム
の登録内容に基づき、使用量の多い化合物を
調査したところ、上位 10 種のすべてが有機
溶媒であった。物質ごとに、年間総使用量に
対する総保有量を計算したところ、上位 5種
については 0.25－0.37 の値をとり、上位 6
－30位の化合物では0.32－3.8まで幅広い値
をとった。また、上位 30 種の化合物で、全
体の使用量の 84wt%を占めており、これらの
試薬の注文から納品までの期間をできるだ
け短くすることで試薬保有量が大幅に削減
できる可能性がある。このように薬品管理シ
ステムの登録データの解析を行うことで、各
集団で化学物質の使用・保有状況を数値的に
表現することが可能であり、管理や教育に活
用できることを示した。 
 
（２）実験者の化学物質に対する意識・評価
軸の定量化 
 有機化合物の構造式から実験者が感じる
各物質の危険性を問うアンケートを行った。
アンケートの際に示した化学物質の構造式
の例を図１に示す。化学系または理系の大学
生・大学院生及び教職員を対象とし、対象グ
ループごとに探索的因子分析および相関分



 

 

析により解析を行った。 
 抽出された因子（評価軸）を用いた相関分
析を行い、相関関係を可視化したものの一部
を図２に示す。因子は集団ごとに異なってお
り、また、危険性の種別ごとにも異なってい
た。次に、相関分析によって漠然と感じる抽
象的な「危なさ」と、「引火性」「刺激性」「毒
性」といった具体的な項目に関するそれぞれ
の評価軸間での相関係数を算出した。値を図
２中に示す。これらの結果から、初学者ほど
化学物質の構造式と危険性の関係の捉え方
にばらつきが大きく、学年があがるごとに危
なさを判断する評価軸が複雑に形成されて
いくこと、特に引火性に対する感覚が形成さ
れていくことが読み取れる。一方、指導的立
場にある教職員に関しては評価軸の相関が
単純であり、構造式から得られる情報の判断
基準がある程度固定化し、一般化されて認識
されていると考えられる。このように、化学
物質の危険性に関する知識の醸成には、構造
式との相関が寄与していると考えられる。ま
た、本手法は、集団ごとの化学物質の危険性
の捉え方を定量的に評価し可視化するため
の一手法として期待でき、追跡調査を行うこ
とで判断基準の変化を測定することも可能
となると考えられる。本手法は、教育効果測
定としての利用だけでなく、安全文化の定量
的評価手法としての応用も期待できる。 
 
 

 
図 1 アンケートに用いた 15 化合物 

（架空の物質を含む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 抽出された因子間の相関分析の可視化 
 
 
 
（３）化学系実験室稼働状況モニタリング 

実験室という場における化学物質の使用

実態を定量的に記述する手法を検討した。本

研究では、ビデオカメラや RFID タグなどを

用いた試薬の位置情報などの実験室稼働状

況記録と、パッシブサンプラーやガス濃度モ

ニターなどを利用した作業環境中の有機物

濃度記録などを組み合わせて実験室内での

化学物質の利用状況のモニタリングについ

ての検討を行った。これにより、同室内の他

の実験者との関係も含めた化学物質の実験

室内での動きを定量的に表現することが可

能となった。得られたデータは、実験室の稼

働状況の可視化手法としての活用だけでな

く、化学物質の効率的な管理や実験中の暴露

リスクの低減を実現するための、実験室レイ

アウトや実験スケジュールの最適化などに

活用できると考えられる。 
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（４）作業中の化学物質拡散状況の可視化 
 実験作業中の有機溶剤曝露に関しては、研
究者の認識は低く、実験室の設備が整ってい
ないことも多い。曝露量を減らす努力は研究
者個々人が正しく認識し、努力することが不
可欠であるため、曝露実態を可視化し、研究
者の認識を高めることが重要である。そこで、
実験作業または実験室を模擬し、発生源から
拡散する有機物の濃度変化をリアルタイム
に測定した。使用量が多い有機溶媒の一つで
あるアセトンをモデル物質とし、実験室で想
定される曝露リスクのある作業を抽出して
モデル作業とした。曝露作業パターンとして、
①実験台上または床面における漏えい時、②
ビーカーへの移し替え作業、③抽出作業、④
洗浄作業及び廃液のタンクへの廃棄の 4種に
ついて、作業環境中の 4点程度をリアルタイ
ムにモニタリングした。 
一例として、②ビーカーへの移し替え作業

についての結果を述べる。換気等による外部
要因による気流がない条件下では、アセトン
蒸気は実験台の上にたまる傾向があり、その
濃度は 2000ppm を超える高濃度であった。
このような状況のとき、人間の動作等により
蒸気が呼吸域に拡散すれば、曝露する機会と
なり得ると考えられる。 
 
（５）リスク低減へ向けた定量化手法の活用
と化学実験室のモデル化の提案 
 安全な実験室を実現するための要素には、
知識、認識、技術、設備、研究室の雰囲気と
いった様々な因子があり、これらが複雑な関
係性を有していると考えられる。たとえば、
実験者が複数存在する研究室においては、ひ
とりひとりの知識と化学物質の危険性に対
する認識が、必ずしも正しい行動につながら
ない場合がある。 

(1)から(4)の検討により、これらのうちの
いくつかの因子と、その実験室の安全性の指
標ともいえる化学物質の拡散状況や位置情
報などの実態を、可視化・数値化する手法を
提案することができた。そこで、これらの手
法を元に、化学系実験室１つ１つの個性・特
徴を、実験者の認識と行動の関係も組み込ん
でモデル化し、これを安全教育や改善提案に
応用するための検討を行った。 
 実験室を記述するためのパラメータとし
ては、①実験者の特徴（化学物質の危険性に
対する知識、化学物質の危険性の認識の仕方、
作業・行動の特徴など）、②設備の特徴（広
さ、局所排気装置の有無、レイアウトなど）、
③実験内容（化学物質使用量、作業内容等）
がある。これらの条件から、アウトプットと
して、作業者の化学物質へのばく露量や実験
室内での薬品の平均的な位置情報などを予
測できるためには、これらのパラメータ間の
関係性として、④認識と行動の関係式が必要

となる。この関係性を明らかにするため、ア
イカメラや作業者の行動観察とアンケート
手法を組み合わせた手法を引き続き検討中
である。このモデルは、結果としての現在の
実験室の状態に対し、どの因子がどれだけの
寄与を持っているかを表すことにより、研究
室の個性を定量的に表現するためのツール
として、合理的な改善提案や教育内容の抽出
手法として期待できる。 
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